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 本日はご多用のところ、お集まりいただき、 

誠にありがとうございます。 
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 最初に、本日の発表のポイントをご説明いたします。 
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 第２四半期の売上高は、為替影響を除く実質ベースでは、 

地震影響や、ソーラー等の市況悪化による減販があったものの、 

ハスマンの連結子会社化や、電池等の車載事業が伸長し、 

前年並となりました。 

しかし、為替影響が大きく響き、全体では減収となりました。 

 営業利益は、 

為替影響に加えて、先行投資等による固定費増、 

ソリューション事業の前年度特需の反動等により減益となりました。 

 年間見通しは、 

足元の為替、市況、成長事業への投資前倒し等の状況を 

踏まえて、売上高、営業利益、純利益を下方修正させて頂きます。 

 このように、下方修正をさせて頂くこととなりましたが、 

株主の皆様への還元を重視する観点から、 

年間配当は２０円以上を行ってまいります。 

「目指す」という 
表現でよいか 
「目指す」という 
表現でよいか 
「目指す」という 
表現でよいか 
「目指す」という 
表現でよいか 

「目指す」という表現の削除 



Copyright (C) 2016 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 

 続きまして、第２四半期、３ヶ月ベースでの決算概要をご説明します。 
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 今期については、 

第３四半期まで、決算短信等の開示は米国会計基準で 

行ってまいります。しかし、年間決算はIFRSでの開示となること、 

社内経営管理はすでにIFRSで行っていることから、 

非監査ではありますが、IFRSベースにて 

業績のご報告をさせて頂きます。 

 売上高は、前年同期比９２％となり、減収となりました。 

為替影響を除く実質ベースでは、新規連結効果に加え、 

車載事業の増収等により、前年並となっております 

 米国基準の営業利益に近い項目である調整後営業利益は、 

為替やソリューション事業の前年特需の影響等により 

４２６億円減益の、８７２億円となりました。 

 その他の損益は、４１７億円増益の１９１億円となり、 

営業利益は、９億円減益の１，０６３億円、 

純利益は、４９７億円増益の１，０４３億円となりました。 

 フリーキャッシュフローにつきましては、 

マイナス６４０億円となりました。 
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 はじめに、売上高の増減要因をご説明します。 

 今回から、増減額が大きい「売上開示事業単位」で説明いたします。 

なお、「売上開示事業単位」については、最終頁をご参照ください。 

 為替影響を除く実質ベースで見ますと、 

食品流通はハスマンの新規連結、 

エアコンは中国、欧州、アジアでの拡販、 

エナジー、オートモーティブは、二次電池など車載事業の伸長に 

より、それぞれ増収となりました。 

 一方で、 

映像・イメージングは、熊本地震の影響 

エナジーシステムは、市況悪化に伴うソーラーの減販、 

AVは、テレビの欧州市場での苦戦により、 

それぞれ減収となっております。 

 これらの結果、実質ベースでは、前年並となりましたが、 

為替が大きく影響し、全体では減収となりました。 
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 次に、調整後営業利益の増減要因をご説明します。 

 新規連結による利益増２３億円があったものの、 

ソーラー事業の減販影響などにより９０億円の減益。 

 これらの影響を、材料合理化等でカバーすることを目指したものの、 

改善額は５０億円にとどまりました。 

 これに加え、先行投資を含む固定費の増加、為替の影響により、 

全体としては、４２６億円減益の８７２億円となりました。 
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 こちらの表は、「売上開示事業単位」で増減要因を 

お示ししたものです。 

 新規連結のあった食品流通事業、 

エアコンはプレミアム商品の貢献、 

AVは、４Kテレビ等の高付加価値商品シフトにより収益性が 

改善し、それぞれ増益となりました。 

 ソリューションは、前年に特需があった反動から、今期は大幅な減益、 

エナジーシステムは、ソーラーの大幅減販に伴う減益。 

 これに加え、エナジーおよびオートモーティブでは、将来成長に 

向けた仕込みとしての先行投資増により減益となりました。 

 更に、為替の影響も大きく、全体では８７２億円となりました。 
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 こちらは、営業利益と当期純利益です。 

 その他の損益は、 

事業売却益や訴訟関連引当の戻入れ益などにより、 

前年から４１７億円良化の１９１億円、 

営業利益は、ほぼ前年並みの１，０６３億円となりました。 

 税引き前利益は、４６億円増益の１，０６５億円、  

親会社の所有者に帰属する当期純利益は、 

前年から４９７億円増益の１，０４３億円となりました。 

 これは、パナソニック プラズマディスプレイ株式会社の清算を 

決議したことで、繰延税金資産を１８２億円計上したこと等によります。 
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 続いて、セグメント別の実績をご説明いたします。 
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 最初にアプライアンス、製販連結ベースの実績です。 

 第２四半期の事業環境は、国内は天候不順等により、 

業界の総需要は前年比９７％でありましたが、 

当社は１０４％と業界以上の実需を刈り取ることができ、 

上期累計ではシェアを約１ポイント上げることができました。 

海外では、中国は厳しい状況が続いておりますが、 

アジアでは好調を維持しております。 

 売上高は、為替を除く実質ベースで、前年同期比１０６％、 

増収となりました。 

 主な事業別では、エアコンが、日本、アジア、欧州での拡販に加え、 

中国市場の販売改善により、増収。 

 メジャー事業は、国内およびアジアで、洗濯機、冷蔵庫を中心に 

堅調に推移し、増収。 

 一方、ＡＶ事業は、日本でのリオオリンピック４Ｋテレビ需要を 

刈取りましたが、欧州市場での苦戦が影響し、減収。 

 セグメント利益は、新規連結効果に加え、４Kテレビ等の 

高付加価値商品シフトによる収益性の改善、 

エアコンを中心としたプレミアム商品の貢献により、 

増益となりました。 
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 次に、エコソリューションズです。 

 第２四半期の事業環境は、 

国内の住宅着工は、前年を上回り、回復傾向ですが、 

ソーラーの国内住宅市場は、価格下落や競争激化など、 

厳しい状況が継続しました。 

 売上高は、為替を除く実質ベースで、 

前年同期比９８％と減収。 

 これは主に、ソーラー国内住宅市場縮小に伴う 

販売減によるものです。 

 セグメント利益も、主にソーラーの販売減の影響により、 

減益となりました。 
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 続いて、ＡＶＣネットワークスですが、映像・イメージング事業の 

部品調達において、引き続き熊本地震の影響が生じております。 

 売上高は、為替を除く実質ベースで前年同期比９１％の 

減収となりました。  

 事業別では、モビリティは、前年度の国内決済端末等の 

大型案件売上の影響により、減収。 

 映像・イメージングは、高付加価値商品販売は堅調でしたが、 

熊本地震の影響をカバーできず、減収。 

 コミュニケーションは、固定電話などの市場縮小の影響を受け、 

特に米国やアジアで減収。 

 ソリューションは、国内および海外ソリューション事業の伸長が 

あったものの、アビオニクス事業の前年度特需の反動により、 

全体では減収となりました。 

 セグメント利益は、為替や震災影響に加え、前年度に特需があった 

ソリューションの影響が大きく、全体では減益となりました。 
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 最後は、オートモーティブ＆インダストリアルシステムズです。 

 第２四半期の事業環境は、 
自動車販売は、概ねグローバル全体で好調でした。 
他方、ＩＣＴ関連では、ノートPC市場は縮小傾向が継続、 
スマートフォン市場も低調な伸びにとどまりました。 

 このような中、売上高は、為替を除く実質ベースで、 
前年から１０４％の増収となりました。 
インダストリアル以外はすべて増収です。 

 オートモーティブは、ディスプレイオーディオ、車載カメラ、 
スイッチなどが好調に推移し、増収。 

 エナジーは、リチウムイオン電池がＩＣＴ向けに縮小したものの、 
車載向けが伸長、全体では増収。 

 インダストリアルでは、車載・産業向けは堅調でしたが、 
ＴＶ向け液晶パネルの縮小、光ディスクドライブの 
事業終息影響などにより、減収。 

 ファクトリーソリューションは、産業インフラ向け実装機や 
統合フロアマネジメントシステムが伸長し、増収となりました。 

 調整後営業利益は、為替の影響が最も大きく、 
その他、車載向け先行投資による固定費の増加等により 
減益となりました。 

 セグメント利益は、事業売却益や訴訟関連引当の戻入れにより、 
増益となっております。 
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 大規模６事業部とテレビ事業部の実績は、 

ご覧の通りでございます。 
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 続いて、２０１６年度年間業績見通しについてご説明します。 
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 売上高は、期初公表値から４，０００億円下方修正し、 

７兆２，０００億円といたします。 

為替による影響額は３，６００億円となり、修正額の殆どが為替に

よるものです。 

 調整後営業利益は、 ６５０億円下方修正し、 

３，２００億円といたします。為替による影響４１０億円に加え、 

ソーラーやICT向けデバイスの苦戦等の状況を織り込みました。 

 税引前利益は、６００億円下方修正し、２，４００億円、 

当期純利益は、２５０億円下方修正し、１，２００億円 

とさせて頂きます。 

 なお、戦略投資を除くフリーキャッシュフローは、期初公表から 

修正はなく、１，５００億円以上を目指します。 
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 ここでは、調整後営業利益の見通しの修正要因について、 

まずは要素別にご説明いたします。 

 ご覧のとおり、為替による影響が４１０億円と最も大きく、 

これに加え、実質ベースでの売上減少等により 

全体では６５０億円下方修正をさせていただきます。 
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 続いて、調整後営業利益の見通しの修正について、 

３月の事業方針発表にてご説明した、高成長事業、安定成長事業、

収益改善事業の区分で、補足説明いたします。なお、各区分に含ま

れる主な事業領域は参考資料の２８ページに示しております。 

 まず、左側の期初公表見通しとの差ですが、為替を除く実質ベース

では、高成長事業は、二次電池の投資前倒し等もあり下方修正。 

 安定成長事業については、エアコンなどが改善しているものの、 

ソーラーの減販影響により、全体としては下ぶれ。 

 収益改善事業については、 

ＩＣＴ向け事業で苦戦しているデバイスソリューションや、 

想定以上のスピードで市場が縮小しているオフィスプロダクツ等の 

厳しい事業環境を織り込みました。 

 一方、右側の前年実績との比較においては、 

高成長事業は、車載事業等の将来に向けた先行投資により減益、 

安定成長事業は、ソーラーの減販があるものの、エアコンを中心と

した白物家電等の貢献により全体では増益、 

収益改善事業は、販売体制強化に取り組んだモビリティや、 

コミュニケーション等の収益改善により、全体では増益となる 

見通しです。 

 このように、前年との比較においては、 

為替の影響はあるものの、それぞれの事業区分での取組みが 

全体としては着実に推移していると考えております。 
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 次にセグメント別の見通しの修正についてご説明いたします。 

 アプライアンス社は、売上高を為替影響により下方修正。 

調整後営業利益については、持ち帰り商品の為替影響等や 

白物家電のプレミアム商品の貢献により、上方修正。 

 エコソリューションズ社は、為替影響に加え、主にソーラー事業の 

厳しい状況を踏まえ、売上高、調整後営業利益をいずれも 

下方修正。 

 AVCネットワークス社は、売上高は為替影響の他、 

熊本地震の影響を受けている映像・イメージング事業、 

市場縮小が進むコミュニケーション事業等の厳しい状況を反映し、 

下方修正。 

調整後営業利益については、為替および地震影響等で下方修正。 

 オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ社は、 

為替影響により売上高を下方修正。 

調整後営業利益については、為替影響に加え、ICT向けデバイス

の苦戦や、ギガファクトリー立ち上げ費用等を織り込みました。 

 なお、ソーラー事業については、引き続き、厳しい市況が続くと 

考えられる国内では、新製品投入によるシェア拡大を図り、 

海外では、トルコ、インド、北米などにおいて、 

拡販に取り組んでまいります。 

 

 



Copyright (C) 2016 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 

 

 

 

 

 

 

 大規模６事業部とテレビ事業部の見通し修正はご覧のとおりです。 
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 これまでのご説明のとおり、 

２０１６年度の年間業績見通しを下方修正をさせて頂きます。 

 しかしながら、経営体質改善は着実に進捗しており、来年度以降

の成長に向けた１兆円戦略投資は、手を緩めずに着実に実行して

まいります。 

 現時点の進捗状況はご覧のとおり、１兆円の約７割が投資済み、 

もしくは、方向付けが完了となっております。 
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 最後に、今期の配当に関するご報告です。 

 今年度は、下方修正をさせていただくものの、 

株主の皆様への還元を重視する観点から 

期末配当については、１株当たり１０円を下限とし、 

今期の年間配当は、２０円以上とさせて頂きます。 
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 ご説明は以上となります。 

 厳しい環境下ではありますが、持続的な成長の実現に向けて、 

グループ一丸となって取り組んでまいりますので、 

今後も、当社へのより一層のご理解とご支援をお願いいたします。 
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